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＜参考＞各種届出書等の記載例
 ○ 給与支払事務所等の開設届出書

開設した給与支払事務所
等の所在地の所轄の税務
署名を記載します。

「開設」の内容に応じて
該当するものにレ印を付
します。

開設した支店等の名称や
所在地等を記載します。
開業又は法人の設立の場
合には、記載の必要はあ
りません。

 ○ 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書

「開設」の文字を○で囲
みます。

フリガナを記載します。

所在地については、ビル
名、部屋番号まで詳しく
記載します。

「開設」の場合には記載
の必要はありません。

提出した月（平成 29 年
３月）の翌月末日までに
税務署長から承認又は却
下の通知がない場合に
は、その日の属する月（平
成 29 年４月）支払分の
給与等から納期の特例の
対象となります。
平 29. ３支払分
  →平 29. ４.10 納期限
平 29. ４～ 29. ６支払分
  →平 29. ７.10 納期限

給与支払事務所等の所在
地の所轄の税務署名を記
載します。

所在地については、ビル
名、部屋番号まで詳しく
記載します。

申請書を提出する日の前
６か月間の各月末の人員
と各月の給与等の支給総
額とを記入してくださ
い。この場合、臨時に雇
い入れた人がいるとき
は、その人数を「支給人
員」欄に、その支給金額
を「支給額」欄にそれぞ
れ外書きしてください。
なお、給与支払事務所を
開設した直後にこの申請
を行う場合には、今後の
給与等の支給人員等の見
込みを参考として記載し
ます。

国税の滞納又は納付遅延
等がある場合には、必ず
その理由を記載します。

⎛
｜
⎨
｜
⎝
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＜参考＞各種届出書等の記載例
 ○ 給与支払事務所等の開設届出書

開設した給与支払事務所
等の所在地の所轄の税務
署名を記載します。

「開設」の内容に応じて
該当するものにレ印を付
します。

開設した支店等の名称や
所在地等を記載します。
開業又は法人の設立の場
合には、記載の必要はあ
りません。

 ○ 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書

「開設」の文字を○で囲
みます。

フリガナを記載します。

所在地については、ビル
名、部屋番号まで詳しく
記載します。

「開設」の場合には記載
の必要はありません。

提出した月（平成 29 年
３月）の翌月末日までに
税務署長から承認又は却
下の通知がない場合に
は、その日の属する月（平
成 29 年４月）支払分の
給与等から納期の特例の
対象となります。
平 29. ３支払分
  →平 29. ４.10 納期限
平 29. ４～ 29. ６支払分
  →平 29. ７.10 納期限

給与支払事務所等の所在
地の所轄の税務署名を記
載します。

所在地については、ビル
名、部屋番号まで詳しく
記載します。

申請書を提出する日の前
６か月間の各月末の人員
と各月の給与等の支給総
額とを記入してくださ
い。この場合、臨時に雇
い入れた人がいるとき
は、その人数を「支給人
員」欄に、その支給金額
を「支給額」欄にそれぞ
れ外書きしてください。
なお、給与支払事務所を
開設した直後にこの申請
を行う場合には、今後の
給与等の支給人員等の見
込みを参考として記載し
ます。

国税の滞納又は納付遅延
等がある場合には、必ず
その理由を記載します。
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 ○ 退職所得の受給に関する申告書

退職年月日（会社の役員
等の退職手当等で、株主
総会等の決議を要するも
のは、その決議により支
払を受ける金額が具体的
に定められた年月日）を
記載します。

在職中に障害者となった
ことに直接基因して退職
した人は、「障害」を○
で囲み、（  ）内に障害
の状態、身体障害者手帳
の交付年月日を記載しま
す。その他の人は「一般」
を○で囲みます。

本年中に支払を受けた他
の退職手当等についての
勤続期間を記載します。

前年以前４年内（その年
に確定拠出年金に基づく
老齢給付金として支払わ
れる一時金がある場合に
は、14 年内）に支払を受
けた退職手当等がある場
合には、その退職手当等
についての勤続期間を記
載します。

 ○ 源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額還付請求書

この申告書は退職手当等
の受給者が作成します。

この申告書を提出して今
回支払を受ける退職手当
等についての勤続期間と
その年数（１年未満の端
数は切上げ）を記載しま
す。

退職した年の 1月 1 日現
在で生活保護法による生
活扶助を受けている人
は、生活扶助の「有」を
その他の人は「無」を○
で囲みます。

支払を受ける退職手当等
に特定役員退職手当等が
含まれる場合には、その
特定役員退職手当等に係
る勤続期間を記載してく
ださい。

「③」欄と「④」欄の勤
続期間について、重複す
る部分は二重に計算しな
いように通算した勤続期
間とその年数（１年未満
の端数は切上げ）を記載
します。

提出先の税務署名を記載
します。

「誤納額の計算内容」欄
において計算した差引誤
納額を記載します。

誤納を生じた理由を簡記
します。

納付書に記載した金額等
を記載します。

正しい金額等を記載しま
す。

誤納となった納付に係る
納付書の領収年月日と税
務署名を記載します。

添付書類の名称を記載し
ます。また、添付漏れが
ないかどうか確認してく
ださい。


